
 

◎エコパークを活用した認証制度の設計・商品開発により、地域ブランドを確

立する 

No.８ 綾ユネスコエコパークまちづくり協議会（宮崎県綾町） 

事業名 綾町におけるユネスコエコパークを活用した認証制度の開発に対する中間支援活動 

 
事業の概要 

一昨年の夏にユネスコからエコパークに認証された綾町において、エコパークというキーワードを活かした特産品作り

と、推奨商品の認証制度を確立し、地域で新商品や販路を開拓する生産者グループに対して商品化のアドバイス、マッ

チング、販路開拓等の総合的な支援を行う。 
 

主な構成主体 中間支援の内容 

①綾町 事業全体の進捗状況の管理、コーディネートを行うとともに、

事務局機能を担う。 

②公益財団法人宮崎県産業振興機

構 

６次化、商品開発に関するアドバイザー派遣及びデザイン・流

通のノウハウ提供などを行う。 

③日本政策金融公庫宮崎支店 新規事業立ち上げにおける資金調達支援、事業計画の策定支援

等を行う。 

④一般社団法人てるはの森の会 デザイン協力、情報発信等、商品の付加価値を付ける役割を担

う。 

⑤NPO 法人宮崎文化本舗 事業計画策定やノウハウ移転等における人的協力を行う。 

⑥宮崎大学 ※ エコパーク認証制度の策定への協力を行う。 

⑦宮崎県フードビジネス推進課 ※ 食品に特化した開発、販売戦略等の支援を担う。 

※…体制の構成メンバーではなく、外部の協力機関 

支援対象 地域づくり活動の内容 

①綾町農業支援センター 農業生産と綾町内地場特産品の販

売促進に取り組む 

商品開発、試験販売 

②地元の生産者・NPO・事業

者等 
－ 

農産物のブランド化 

  

実施体制 

 

  

綾町 

農産物生産者 

宮崎県フード 

ビジネス推進課 

進捗状況の管理、コーデ
ィネート、事務局機能 

【中間支援のポイント①、②】 

宮崎 

大学 

一般社団法人 

てるはの森の会 

綾町農業支援センター 

公益財団法人 

宮崎県産業振興機構 

日本政策金融 

公庫宮崎支店 

食品開発 

販売戦略支援 

アドバイザー派遣 
ノウハウ提供 

【中間支援のポイント①、②】 

資金調達支援、 
事業計画策定支援 

NPO法人 

宮崎文化本舗 

事業計画策定 
ノウハウ移転 

【中間支援のポイント②】 

エコパーク認証制度の策定 
【中間支援のポイント①】 

デザイン協力 

情報発信 

【中間支援のポイント①、②】 

協議会メンバー 

農産物の 
ブランド化 

商品開発 
試験販売 

支援 
対象 



 

取組内容 

取組①エコパーク認証制度の制度設計 

エコパーク推奨商品の認証制度について、認証基準や認証マークなどの利用規程を検討し、制度

としての設計・構築を行った。 

取組②新商品の開発支援 

認証制度の第一号となる認証商品として、味噌や焼酎の試作品開発を実施した。 

取組③実験的販売と販売戦略策定 

 認証商品としての実験的販売や販売戦略の策定を実施した。 

取組④広報活動 

 エコパーク認証商品とエコパークの認知度を高めるため、Web やアプリ開発による広報活動を実

施した。 
  

１ 中間支援の活動プロセスにおける課題と対応 
 

プロ

セス 
支援対象 中間支援 成果・効果 

取
組
の
背
景
・
動
機 

・有機農法による農産物生産に力を入れており、評価も高いが、少量多品目で、多くの消費者が求めるニーズ
にはマッチしていない現状があり、一定期間に収穫された農産物を加工し年間を通じて提供できる特産品開
発が必要となっていた。 

・観光客の大半が日帰り客であり、土産の購買は町外や空港、駅で購入されている。 
・農業従事者の高齢化が進む反面、町外からの移住者も多く農業に従事してみたいという移住者が働ける「場」

が実際には少なく、マッチング等の機能が必要とされている。ユネスコエコパークの指定を受けたが、実際
にそのネーミングを活かした具体的な活動が実践されていない。 

体
制
構
築
の
き
っ
か
け 

・農業支援センターでは自分達で消費
する味噌作りなど六次化の実績を
有していたが、流通や、商品のデザ
インなどのノウハウを有していな
かったことから、商品化に踏み出せ
ないでいた。 

・綾町では、もともとエコパーク
推進に向けた協議会の設立を予
定しており、本事業のスキーム
に沿って、金融機関等を構成主
体とした協議会を設立した。協
議会の設立にあたっては、綾町
エコパーク推進室が中心とな
り、各構成主体の参画を呼び掛
けた。 

・体制の事務局である綾町エコ
パーク推進室は、全課に兼務
職員を配置した庁内横断的
組織であり、事業実施以前よ
り、協定締結や連携を行って
いた関係性から、綾町を中心
とした体制の構築に至った。 

支
援
対
象
の
選
定 

・農業支援センターは、綾町の一次産
業従事者を支援することを目的に、
任意団体であった農産物等商品販
売力強化推進協議会を法人化して
平成 26 年６月に設立された。 

・就農人口の減少や耕作放棄地対策な
どに取り組んでいる他、綾町のふる
さと納税返礼品のコーディネート
役も担っている。 

・農業支援センターが仲介役となり、
地元の生産者への呼びかけを行っ
た。焼酎は酒造メーカー、味噌作り
は、毎年、ワークショップ的に味噌
作りの体験教室等を行っている女
性グループに呼びかけた。 

・協議会では中間支援の柱となる
持続的な運営の手段として｢認
証制度｣の制度設計に取り組む
と同時に｢農業支援センター｣を
支援することで、認証商品の第
１号の開発として、オール綾町
産の味噌等の開発を支援するこ
ととした。 

・推奨商品の認証制度の設計に
加え、農業支援センターが行
う新商品開発を支援するこ
ととした。 

商
品
企
画
・
開
発 

・エコパークの名称を冠とした商品の
販売ニーズが寄せられていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・宮崎大学教育文化学部の｢実践的
コミュニティ・ビジネス論｣の授
業で｢綾ユネスコエコパーク認
証商品の制度設計｣をテーマに
調査・研究を行い、９月に事業
者・住民への発表を行った。 

・提案された６つのアイデアをベ
ースに、認証制度の規定案を綾
町エコパーク推進室が中心とな
って作成、協議会で協議し、認
証手順や仕組みを構築するとと
もに、認証マークを作成した。 

【中間支援のポイント①】 

・｢綾エコパークほんもの倶楽
部｣と命名し、認証制度の構
築、認証マークの考案を行っ
た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

プロ

セス 
支援対象 中間支援 成果・効果 

・流通やデザイン面のノウハウが不足
していた。 

・｢ユネスコ エコパーク認証商品｣
の制度設計を行うと同時に、認
証第１号の商品開発に支援対象
である｢農業支援センター｣が着
手し、その販売戦略、商品のパ
ッケージデザインに関する支援
を行った。宮崎県産業推進機構
と、日本政策金融公庫が中心と
なり、綾町エコパーク推進室が
進行役となり、実験的販売実施
時に行うアンケートの設計およ
び、販売計画などへのアドバイ
スを行った。 

【中間支援のポイント②】 

・町の産品を活用し、初の認証
商品となる味噌｢綾のばあち
ゃん手づくりみそ｣の開発、
芋焼酎｢あだのなかや｣の開
発を行った。（芋焼酎は長雨
等により販売には至らなか
った。） 

デ
ザ
イ
ン 

・認証制度の普及・周知の促進が必要
であった。 

 
 
 
 
 
 
・流通やデザインに関するノウハウが
不足していた。 

・認証商品の目印となるマークの
デザインに関してはNPO法人 宮
崎文化本舗、一般社団法人 てる
はの森の会という実績のある市
民活動団体が監修し、デザイン
事務所とのコーディネートを行
った。 

【中間支援のポイント①】 
・第１号商品となる｢味噌｣のパッ
ケージ・デザイン、ネーミング、
販売コンセプトを、NPO 法人宮崎
文化本舗と宮崎産業振興機構が
中心となり｢農業支援センター｣
にアドバイスを行った。 

【中間支援のポイント②】 

・｢綾エコパークほんもの倶楽
部｣の認証マーク（４色版、
１色版をあわせて 14 パター
ン）を作成した。 

 
 
 
 
・｢綾のばあちゃん手づくり味
噌｣の販売パッケージを作成
した。 

 

販
路
開
拓 

・流通やデザインに関するノウハウが
不足していた。 

・全体的に商品の完成が遅れたた
め、当初 11 月に予定していた首
都圏でのモニター販売を２月 18
日から 20 日までの３日間、新宿
駅南口の宮崎物産館KONNEで｢み
そ｣と｢綾の米｣の試験販売を行
った。また同時に｢焼酎｣の見本
の試飲会も行い、その反応を窺
い、アンケートを取り、その結
果を綾町エコパーク推進室およ
び産業推進機構で検証し販売戦
略を支援部会と支援対象ととも
に組み立てていき、今後の方向
性を議論した。 

・新宿駅南口の宮崎県物産館
KONNE で平成 27 年２月 18 日
（水）～20 日（金）に試験販
売を行った。 

・750g 入り・800 円で販売した
味噌は、54 名が試食し 23 名
が購入した。 

・焼酎の開発が遅れたことか
ら、綾町産米を平成 27 年１
月～２月に実験的に販売（単
価２,100 円）し、28 万円の
売り上げとなった。 

広
報
・
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン 

・認証制度の普及・周知の促進が必要
であった。 

・認証制度が確立した後、その内容
を広く一般に周知させるための
ツールとして、パンフレットの作
成、またタブレットやスマートフ
ォン、PC にも対応し広報に寄与す
るツールの開発に対し、補助およ
び助言を行った。 

【中間支援のポイント③】 

・ユネスコエコパークの認証商
品を広く周知するための販
促用としての機能を備えつ
つ、認証商品の購入がクレジ
ット決済でできる機能を備
えた EC サイトと連動させる
ことによってネット上での
販路拡大に対応できるよう
にした。 

 
  



 

２ 中間支援のポイント（取組の中で見られた工夫・取組が上手く進んだポイント等） 

○工夫点・取組が上手く進んだ点 ○苦労した点 

①エコパークの認証制度の構築 

綾町産の原料の使用や町内施設で加工を行うことなど、一定の基準をクリアした商品のエコパー

ク認証制度｢綾エコパークほんもの倶楽部｣を構築した。宮崎大学教育文化学部とも連携し、実施要

綱や認証基準、申請手続きなどを整備した。 

また、認証マークを、デザイン等の関連実績を有する NPO 法人宮崎文化本舗、一般社団法人てる

はの森の会が監修し、デザイン事務所とのコーディネートを行い作成した。 

継続した中間支援活動に必要な資金確保に向け、認証商品の販売利益の一部を充当するための仕

組み整備につながった。 

 

 

②新たな特産品となる認証商品の開発 

商品開発のアドバイスやパッケージデザイン、試験販売への支援を通して、町産の大豆や大麦を

使い昔ながらの製法で造る味噌、町産の芋を使い加工まですべてを町内で行う焼酎を開発した。 

味噌の試験販売を行い、価格などの改善課題を把握した。 

また、綾町産の米をふるさと納税の返礼品として実験販売し、２ヶ月弱で 28 万円の売上となっ

た。 

③広報・販促ツールの開発 

認証制度を広く周知するため、パンフレットの作成、アプリ開発を行った。 

開発したアプリは、認証商品のクレジット決済機能を導入するとともに、エコパーク、観光案内、

イベント情報も閲覧可能とし、今後の市場開拓が期待できる新しい販促ツールとなった。 

④長雨により試作品開発が遅延 

長雨のため、焼酎の原材料の調達が遅れ、試作品開発も遅れたことから、当初 11 月に予定して

いた横浜市のスーパーマーケットでの試験販売の日程に合わせることができなかった。新宿の宮崎

県物産館を代替地として試験販売を行ったが、日程調整に時間を要し、２月に実施した。日用品で

ある味噌や米を気軽に買う店舗ではなく、モニター確保や販売が期待したほどには伸びなかった。 

 

綾エコパークほんもの倶楽部認証マーク 



 

３ 支援対象の成果 

綾町産品を活用した新たな特産品として味噌、焼酎の開発を行い、味噌の試験販売では 23 名に販

売した。 

新商品開発の取組を通して、農業支援センターがユーザーや消費者を対象に支援等を行っていく基

盤の整備につながった。 

また、学習会を含め、６次産業化に関する農業支援センター関係者や町内生産者の理解を深める場

となった。 

表 成果目標の達成状況 

成果指標 事業開始当初 平成 26 年度目標 達成状況 

エコパーク認
証制度の確立 

土産品として特化
した商品が少ない 

WEB等での告知を月 100
人に増加 

アプリ・WEB・紙媒体の整備で
対応可能になった（エコパーク
認証制度を構築し、WEB での告
知に月 120 名以上がアクセス） 

名産品の商品
化 

名産品というイメ
ージが備わってい
ない 

２品程度の商品化目
標。平成 26年度内１ヶ
月あたり 300,000 円程
度の売上 

米・味噌（完成） 
焼酎（４月以降完成） 
売上：14万／月(米） 
今後は、「ふるさと納税」、EC
サイトでの販売により、実現可
能な目標として、達成の見込み 
※平成 25 年度の綾町のふるさ

と納税額は２億４千万円と
なっており、その半額が農家
等に還元されている。返礼商
品は 34 品目であり、平均し
て概ね 30 万円／月に相当す
る。 

地域づくりの
中間支援機能
の強化 

中間支援の組織が
民間にはない 

年１〜２案件の商品開
発に取り組むことで、
地域づくりの中間支援
を強化する 

中間支援機能の体制が今回の
事業で整備された 

 

 

 

 

４ 地域づくり活動支援体制としての成果と課題 

◎構築したエコパーク認証制度の本格運用 

今回の事業によりエコパーク認証制度が構築された。今後、認証商品を拡充するとともに、開発

したアプリを活用した販売促進を図り、制度の本格運用を図っていく必要がある。 

あわせて、売上の一部を中間支援活動に充当する仕組みの具体化を検討していく必要がある。 

 

綾のばあちゃん手づくり味噌 綾エコパークほんもの倶楽部パンフレット 



 

◎関係主体との連携強化 

今回の事業を通して、協議会の構成主体や連携主体の連携の強化につながった。 

平成 28 年度に地域資源創生学部の新設を予定している宮崎大学では、授業の柱として地域の担

い手を育成することを検討している。また、綾町と宮崎大学は、包括連携協定の平成 27年度締結

に向けた協議を行っており、連携活動の一環としてのインターン生の受け入れを通した支援ネット

ワークの拡充などへとつながる契機となった。 

宮崎県、日本政策金融公庫、宮崎県 NPO 活動支援センター（NPO 法人宮崎文化本舗が運営）との

共催事業として｢ソーシャルビジネスセミナー｣を平成 27年２月に開催するなど、広域的な新たな

取り組みにもつながった。 

◎アプリ開発を通した知見やノウハウの習得 

アプリの開発を通して、コンテンツ構築の留意点や、より多くの利用者に使ってもらえる工夫な

どの知見、ノウハウの習得につながった。 

◎資金、人材の確保 

安定的に中間支援活動を継続するために、資金や専従人材の確保が必要であり、民間主体の支援

体制への移行を図り、収益事業を導入するととともに専従人材の雇用を確保することが課題と考え

ている。 

 

５ 地域づくり活動支援体制としての今後の展望 

◎認証制度の拡充と新商品開発支援活動の継続展開 

綾町では、平成 27年度にまちづくり協議会スタッフとして｢地域おこし協力隊｣を採用する準備

を進めており、関係主体と連携して認証制度の拡充やアプリによる広報、新商品開発支援の継続に

取り組んでいく予定となっている。 

◎活動体制の充実と新たな事業の展開 

綾町と宮崎大学は、包括連携協定締結に向けた協議を行っており、インターン生の受入を通した

支援ネットワーク充実や、体験ツアーのプログラム開発などに取り組むことを想定している。 

また、観光客などにサービスを提供するビジター・センターの設置検討など、民間が主体となっ

た組織基盤づくりに取り組む予定となっている。 

 

  


